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2024年8月3日の16時頃から、京都市の三条河原町アーケード前に

て街宣を行いました。

「課税は強盗である」であると力強く主張した他、京都市という

観光地ならではの話題である宿泊税反対や、ライドシェア解禁等を

訴えました。また、以下は参加者が発言した際のスクリプトとなり

ます。

～～～～～

減税の訴え

通行中、信号待ち中のみなさん、こんにちは！

私達はリバタリアン減税会です。今日は減税について皆さんとお

話しできればと思い、こうして立たせていただいています。路上で

話すのは恥ずかしいですが、少しでも立ち止まって聞いてもらえる

と嬉しいです。あと、ちょっとでも興味があるよって方は、ビラを

受け取っていただけると嬉しいです。

皆さん、税金について、高い、取りすぎ、もう払いたくない、そ

う思う方いっぱいいらっしゃると思います。まったくもってその通

りです。私達も税金や社会保険料が高すぎる！という思いで、減税

を訴えています。

今日は、私たちの生活に直結する非常に重要なテーマ、「減税」

についてお話ししたいと思います。

皆さん、もし仮にたった今、いろんな税金が免除されて5万戻ってき

たと考えてみてください。むちゃくちゃハッピーですよね。美味し

いもの食べたり、旅行行ったり、貯金したり。

でも、今のままだと増税が繰り返され、私たちの生活はもっと苦

しくなっていきます。最近もありましたね、インボイス、子ども子

育て支援金、タバコ増税。これ、むっちゃ驚いたんですけど、子ど

も子育て支援金が導入する前に社会保険料払ったら、子ども子育て

拠出金ってのがあったんですよ。子ども支援金増えましたけど、も

うすでに子ども子育て拠出金がすでにあったんです。

では、税金とは何なのか？簡単に言ってしまえば、私たちから税

金を取ることは政府が私たちから泥棒するのと同じなんです。「税

金泥棒」なんていう言葉を聞いたことがあるかもしれません。「税

金泥棒」っていうのは、政治家や公務員が悪いことに税金を使って

るのが判明した時に使われる言葉です。でも実際は違います。私た

ちの同意なしにお金を取る税金は、無理やりお金を奪い取る泥棒と

一緒なんです。

いいや、私は自発的に税金を払ってるんだ、と思った方もいらっ

しゃるかもしれません。皆さん、考えてみてください。もし仮に、

明日からあなただけ税金を支払わなくても良いとしたら、あなたは

それでも税金を納めますか？払わないですよね。そうなんです。本

当はみんな税金を払いたくないんです。「税金は払って当然」だと、

政府に思わされてるだけなんです。

皆さんにお願いがあります。減税の必要性を理解し、この運動を

共にやっていきましょう。私たち一人ひとりの声が集まることで、

より大きな力となり、実現に近づくことができます。

ご清聴、ありがとうございました。

～～～～～

街宣終了後は参加者で食事を共にし、結束力を高めました。

今後も京都市での街宣活動に励みたいと思います。

次回の街宣は東京都渋谷駅付近にて行います。皆様、ともに税金

を廃止しましょう！

・日時：2024年9月7日12時頃

・場所：渋谷駅ハチ公付近

次々回の梅田街宣も併せてお知らせします。

現在、大阪府は宿泊税の引き上げを検討しています。リバタリア

ンとしては、増税は自己所有権の侵害であり、当然に反対です。来

る大阪万博に託つけた大阪府の侵害行為を弾劾しましょう。

・日時：2024年9月23日13時30分頃

・場所：梅田駅付近

※正確な場所は、後日リバタリアン減税会のX（旧ツイッター）にて

お知らせします。

すべての課税に反対！

（リバタリアン減税会）

8.3 京都街宣報告
＆

9.7 渋谷街宣予告
＆

9.23 梅田街宣予告
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リバタリアンは戦争に対して、核兵器に対して、どのような態度

をとるのか。当然、反戦・版核兵器である。戦争は自己所有権の最

も明示的な破壊行為であり、核兵器は多くの無辜の人々を傷つける

だけに留まらず、土地や文明を超長期の未来に渡って破壊してしま

う。リバタリアンは、戦争と核兵器を直ちに止めなければならない。

「すべての戦争を終わらせるための戦争」は、より新しく、より

悲惨な戦争の始まりでしかなったと、衆目に晒された。すべての戦

争を終わらせるためには、国家権力と徴税を廃止しなければならな

い。国家は不当にも暴力を独占するため、奔放に軍事力を行使可能

だ。一部の人々はシビリアン・コントロールによって国家の暴力に

対処しようと務めるが、そもそも、国家主導の民主制は一部の大資

本家の手の上で踊らさているだけである。彼ら/彼女らは「公共の福

祉」の名の下に個々人の自己所有権を破壊し、資本財と消費財を自

らの懐に納めるのだ。徴税はこの破壊と収奪をより容易にするため

に行われる。質の悪いことに、税を奪われた人々（納税者）は、税

を消費する階級（消税者）になろうと試みる。しかし、それこそが

まさに大資本家/自己所有権の破壊者の目論見であり、人々を納税・

消税という階級に分け隔て、消税者に仕立て上げ、人々を自己所有

権の破壊者に仕立て上げるのだ。

リバタリアンが直ちにできることは、戦争を止め、核兵器を廃絶

することだ。

（友花優香）

2024年8月17日に東京都内でオフ会を開催しました。7名が参加し、

楽しい一時を過ごしました。また、機関紙『リバタリアン』をみん

なで読みました。

今後もオフ会を開催しますので、皆さまの参加をお待ちしており

ます。

2024年の9月6日20時より、毎週金曜日の20時に数回に渡って、リ

バタリアン・サークルのディスコードサーバー通話チャンネルにて、

マレー・ロスバード『国家の解剖』の読書会を開催します。テキス

トは既に市場に流通しているものではなく、有志による新規翻訳と

なります。そのため、テキストはこちらで用意いたします。

皆様の参加をお待ちしております。

（リバタリアン・サークル運営）

2024年のアメリカ大統領選挙へ向けて、ビットコイン（BTC）が大

きな争点となっている。共和党のトランプ候補は2024年2月にビット

コインへの支持を表明し、その後7月にビットコインカンファレンス

に登壇すると、ビットコインを準備通貨に加えることを打ち出し、

ビットコインは政府の積極的関与という、これまでとは次元の異な

るフェーズへ突入している。民主党のバイデン政権は、当初こそビッ

トコインをはじめとする暗号資産に対する規制を強める構えを見せ

ていたものの、トランプ氏の攻勢を受けて、暗号資産に対する立場

の再考を問われ始めている。認可には程遠いと考えられていたイー

サリアムETFが7月に承認されたのも、民主党政権の暗号資産への態

度の変化の表れと見るべきだろう。

市場には「もしトラ」「ほぼトラ」といったようなトランプ氏優

勢の見方を受け、ビットコインに対する楽観的な気分が醸成されて

おり、大統領候補の発言に一喜一憂する形でビットコイン価格は上

下している。一方で、暗号資産取引所BitMEX創設者のAuthur Hayes

昨年に引き続き、2024年8月6日に広島市にて開催された「8.6ヒロ

シマ大行動」に我が同盟は結集した。

昨年からの情勢の変化として、イスラエルとハマスの闘いが挙げ

られる。無辜の人民を一方的に殺戮し、財産を破壊するならず者の

国家主義者たちは、いまだに自己所有権の侵害を続けている。

また、原爆投下国のアメリカを筆頭に、戦争当事者のイスラエル

を含めた戦争国家・戦争協力国家を”平和式典”に招聘するとは一

体何事であろうか。国家主義者の「平和」とは、自己所有権の侵害

でしかない。恥知らずにも広島市はこれらの国々を招き寄せるだけ

ならず、「法的根拠」なき強制力をもって、原爆ドーム前の抗議の

声を弾圧しようとしたのだ。法治国家や、国家の「法の支配」とは

質の悪いフィクションに過ぎず、実際には剥き出しの強制力によっ

て人民を侵害するのみである。

自己所有権を是とするリバタリアンにとって戦争はあるまじき行

為であり、早急に停止させなければならない。まして、新たに参戦

するとか、「非戦闘要員」として経済援助を行うことを許してはな

らない。経済援助の資金の原資は、反自己所有権的な課税に依拠す

るからだ。そして、すべての国家を廃絶しなければならない。廃絶

するその日まで、自己所有権の大々的な侵害が治まることはないか

らだ。

リバタリアンにできることは何か。非社交的社交性を捨て、結束

し、国家に立ち向かうことだ。何もしない「リバタリアン」は国家

主義者の”よき友”である。理論が行動を提起し、行動が社会を変

革する。リバタリアンよ、結束し、行動せよ！

（リバタリアン同盟）

＜編集者による注釈＞

この記事は、2023年9月発表の『リバタリアン』第6号掲載記事の

再掲となります。

～～～～～

アメリカのリバタリアン党は2023年8月7日に、第二次世界大戦で

広島・長崎に投下された原子爆弾の従来的言説を糾弾するツイート

を行った。

https://twitter.com/LPNational/status/1688336773028454400

原爆投下に対して、「人命、特にアメリカ人の犠牲を減らすため

にやむを得ず投下した」と居直る言説が存在する。功利主義によれ

ば、それはそうなのかもしれない。犠牲者の数が減ることは、総効

用の低下を緩和させるからだ。しかし、リバタリアンは純粋な功利

主義者ではない。功利主義的なリバタリアン思想の正当化が存在し

たとしてもだ。

リバタリアン党の歴史認識として、①1945年5月時点で（例外条項

はあるが）日本はアメリカに対して降伏の申し入れをしていたこと、

②禁輸政策によって日本の石油は枯渇しており、1945年7月時点で日

本海軍は主たる作戦を実行できず戦争継続が困難になっていたこと、

③米軍の将軍の中には原爆の不使用を求めた者がいること、④原爆

の使用目的はアメリカ人の命の救済よりも、ソ連に対する示威であっ

たこと、⑤原爆投下は軍拡競争、軍産複合体の誕生、そして冷戦を

引き起こしたこと、を挙げている。

上述の認識を踏まえ、リバタリアン党は、①原爆が何百万の人命

を救い、原爆を投下しなければ日本が降伏しなかったこと、②原爆

は道徳的に正当化されないことの以上2点を拒絶した。「これらは、

アメリカ政府による明らかなテロリズムの行使による、市民の大量

虐殺を正当化するための神話である。」また、最後にリバタリアン

党は、二度と広島・長崎のような悲劇があってはならないと強調し

た。

8.6ヒロシマ大行動でのリバタリアン同盟の闘い

8 月オフ会報告
&

『国家の解剖』読書会予告

再 リバタリアン党の原爆言説

ビットコインと政府との関係はどうあるべきか
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して、あなた独自のブロックチェーンを作ることもできる。2017年

に生み出されたビットコインキャッシュ（BCH）はその代表例だ。もっ

とも、あなたが創造した新しいチェーン、制度が、人々に受容され

るかどうかは全くの別問題だ。ハイエクは自生的秩序という概念を

提唱した。仲正昌樹（2011）[2]によると、自生的秩序とは、「長い

年月をかけて進行してきた「ルール」進化の帰結として生まれてき

た秩序」であるという。つまり、完全に人工的、完全に自然的とい

うのではなく、人間の産物ではあるが、必ずしも人間が自覚的に採

用しているのではない制度、慣習、伝統などがこれに該当する。誰

かが場所を決めたわけではないが何となく人々が集まって成立する

自由な市場は、その最たる例だ。ビットコインもまた、最初こそサ

トシ・ナカモトという人物の産物ではあるものの、15年近くの歳月

をかけて多くの人々によって開発され、エコシステムが進化してき

た自生的秩序であると言える。もっとも、今日の形のビットコイン

が、この先も永遠に続くとは言えない。それはビットコインとそれ

を支える「ルールの進化」に伴って、変化していくに違いない。と

もかく、ビットコインは、設計主義の鑑ではなく、それどころかむ

しろ、自生的秩序というハイエクの概念に極めて合致したものであ

るとさえ考えられる。

それでは本題に戻り、ビットコインの発行枚数に上限が定められ

ていることが、オーストリア学派の経済学にとって何を意味するの

か、考えていきたい。オーストリア学派の経済学は、市場の自律性

を重んじる。政府による市場への介入に対しても反対する立場であ

る。現代においては、政府が財政支出のために国債を発行し、その

国債を中央銀行が引き受け、通貨を増発することが常態化している。

そのような通貨の増発は、政府・中央銀行による恣意的な市場への

介入に他ならず、通貨価値の安定を著しく毀損してしまう。一方で、

金本位制（ゴールド・スタンダード）においては、中央銀行は発行

する兌換紙幣を、ゴールドと交換する義務が生じる。自国からのゴー

ルド流出を防ぐため、政府は規律ある財政を運営する必要に迫られ

る。従って、通貨価値が安定するとともに、政府・中央銀行による

恣意的な市場への介入が抑えられ、市場の自律性が保たれる。この

ような考えを背景として、オーストリア学派の経済学では、金本位

制を積極的に肯定する。

発行枚数に上限が定められているというビットコインの特徴は、

通貨の発行量が物理的なゴールドの量によって制約を受ける金本位

制を連想させる。Saifadean Ammous（2018）[3]は「ビットコイン・

スタンダード」という概念を紹介し、オーストリア学派の経済学の

立場から、ビットコインを積極的に擁護した。発行枚数の上限が定

められ、政府といえどもその発行を支配できないビットコインがオー

ストリア学派の経済学に支持されるのは、まさにビットコインが市

場の自律性の担保に大きく寄与すると考えられるためである。なお

金本位制は歴史的に見て、第一次世界大戦に参戦する欧州各国が国

債発行によって戦費を調達するため、金本位制から離脱したのを皮

切りに、崩壊へと向かっていった。戦後にインフレが進行し、離脱

前の平価水準で金本位制に復帰することが困難となったため、各国

は金本位制を放棄し、現代に至る管理通貨制度へと移行していった。

このことは、ビットコインと政府との関係を考える上で、重要な示

唆を与える。この点については、後段で詳細に検討する。

3、ビットコインは恣意的な中間者によるリスクが小さいこと。現

代の決済の多くには、中間者が存在する。例えば、銀行やクレジッ

トカード会社、決済サービス事業者である。これらの中間者は、あ

る人から別の人への決済を仲介するが、その結果として決済におけ

る中間者の権限が増大している。性的なコンテンツの購入に対する

クレジットカード会社の介入や、マネロン対策と称した暗号資産取

引業者によるトラベルルールの設定は、その表れだろう。決済にお

ける中間者の権限が大きいシステムの場合、中間者の恣意的な判断

によって、意図した決済が円滑に行えない可能性がある。現金（硬

貨、紙幣）のように決済における中間者が存在しないシステムにお

いては、こうした中間者リスクを排除することができる。ビットコ

（2024）[1]は、トランプ陣営のビットコインに対する支持表明は、

単なる選挙戦略に過ぎず、当選後に態度を変化させる可能性を指摘

している。もちろん、次期大統領はトランプ氏に決まったわけでは

なく、バイデン氏よりも左派と見られる民主党のカマラ・ハリス氏

が当選する可能性も高まってきている。その場合、暗号資産に対す

る同氏の政策は、トランプ氏のそれとはまた一風変わったものにな

るはずだ。

いずれにせよ、2024年のアメリカ大統領選挙が近づくなかで、我々

はビットコインと政府との関係はどうあるべきか？という問いを真

剣に考えなければならない段階に来ている。そうした種類の問いに

もっとも真剣に向き合ってきたのは、やはりオーストリア学派の経

済学だろう。そこで本稿では、オーストリア学派の経済学がビット

コインをサポートする哲学的な背景をもとに、ビットコインと政府

との関係はどうあるべきか？という問いについて考えてみたい。

まず、オーストリア学派の経済学がビットコインをサポートする

理由は、私見ではあるが、以下の3つに整理できる。1、ビットコイ

ンが自由市場で動くこと。2、ビットコインの発行枚数には上限が定

められていること。3、ビットコインは恣意的な中間者によるリスク

が小さいこと。これらを一つずつ見ていこう。

1、ビットコインが自由市場で動くこと。ビットコインを支えてい

る仕組みは、極めて自由市場的である。まず、ビットコインを産出

するマイナーは、高度な暗号問題への解答を求めて計算資源を投入

する猛烈な競争に参加している。また、ビットコインネットワーク

の利用者は、トランザクション（送金、決済）のために手数料を上

乗せするが、ネットワークが混雑している時は、高い手数料を設定

することで、マイナーが当該トランザクションを優先的にブロック

へ記録するインセンティブを与えることができる。また、ネットワー

ク外に目を向けると、ビットコインは、365日24時間動き続ける有人、

無人の取引所（CEX、DEX）で法定通貨その他と両替できる。株式市

場が閉場している時にも暗号資産は売買可能であるため、2024年4月

にイスラエルとイランの間の緊張が高まった際には、リスクオフの

ため暗号資産が優先的に売られるという一幕もあった。このように、

ビットコインやそれを取り巻く環境は、自由市場と極めて親和性が

高い。一方で、オーストリア学派の経済学には、自由市場を極めて

重んずる経済学の思想がある。不況時における政府による市場への

介入を積極的に肯定するケインズ主義に対して、オーストリア学派

の経済学は市場の自律性を重んじ、政府による市場への介入は、市

場メカニズムを歪ませ、資源の適正な配分を妨害し、不況をより深

く、より長引かせるだけの結果に終わると指摘する。ミーゼスが開

始した社会主義経済計算論争や、ハイエクによる設計主義批判にも

見られるように、価格メカニズムを働かせず、一部のエリートが事

前に万能に制度を設計できる、つまり自由市場を信頼していない社

会主義体制にも批判的である。従って、自由市場を積極的に擁護す

るオーストリア学派の経済学が、自由市場的なメカニズムを採用し

ているビットコインをサポートすることに何ら不思議はない。

2、ビットコインの発行枚数には上限が定められていること。ビッ

トコインを「設計」したサトシ・ナカモトは、ビットコインの総供

給量、つまり発行枚数の上限を2100万枚に定めた。2024年7月現在で、

その9割以上が発行済みで、現在のペースで発行され続けると西暦21

40年頃に発行が終了すると見られている。「設計」と鉤括弧で留保

をつけたのは、前述したハイエクの設計主義批判の対象にビットコ

イン自身が該当してしまうのではないかという読者の誤解を懸念し

たためだが、その批判は当たらない。少し長くなるが、まずこの点

について論じてみよう。

第一に、ビットコインのプロトコル（取り決め）に同意していな

い者は、ビットコインネットワークを使用する必要はない。誰も、

ビットコインの使用を強制されてはいない。この点は、国家が国民

に、決裁や納税のために使用を強制しているドルや円などの法定通

貨とは決定的に異なる。さらに、もしビットコインの仕様があなた

のお眼鏡に適わなければ、あなたはビットコインをハードフォーク
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カを再び偉大な国にする」ためである。トランプ氏のこうした公約

は、ビットコインのさらなる普及という観点ではプラスに働くが、

政府によるビットコイン市場への介入という点ではマイナスである。

一度買い入れたビットコインを将来的に売却するとなれば、市場に

は大きな売り圧力が働く。長期的に見て、健全な市場の成長を阻害

する可能性がある。一方、トランプ氏は財産権、プライバシー、経

済活動の自由、言論の自由、セルフカストディの権利、マイニング

の自由を守ると主張している。政府によるビットコインへの関与が

強まるなら、これらの諸権利や自由が担保されることは当然であり

不可欠である。しかしながら、政府によってこれらの諸権利や自由

が未来にわたって維持される保証はどこにもない。ビットコイン、

そして権利や自由に不理解な政権が現れれば、いとも簡単に破壊さ

れてしまうだろう。結論としては、政府がビットコインに対して保

有や戦略準備化といった形で親和的な姿勢を取ることは、諸権利や

自由の担保を最低限必要な条件として擁護できる可能性があるが、

基本としては恣意的で移ろいやすい政府にビットコインを委ねるこ

とはマイナスに働く公算が大きいと考えられる。

b、ビットコインの法定通貨化はどうか？

ビットコインを既に法定通貨化した国としては、エルサルバドル

や中央アフリカが知られている。いずれの国も、米ドルなどの他の

通貨が法定通貨として定められている上で、ビットコインをそれに

加えるというものである。ビットコインの法定通貨化は、ビットコ

インのさらなる普及という観点ではプラスに働く。一方で、例えば

ビットコインのみを法定通貨として、国民にその使用を強制すると

いうようなことを考えると、それは国民が自由に通貨を選好する自

由を奪っていることになる。ビットコインは他の法定通貨に比べて

例えば通貨価値の安定性が高いといった理由から選好されているの

であって、そうした個々人の選好の頭越しに政府が決定を押し付け

ることは、かえって市場を非効率化させることになる。個々人に比

べて政府の動きは緩慢であり、ビットコインが価値を失う際に別の

通貨に乗り換えることが禁止されていれば、国民は財産の多くを失

うことになる。そして、こうした議論はビットコインに対してだけ

でなく、既存の法定通貨制度にも投げかけられる。日本円が価値を

失う際に別の通貨に乗り換えることができなければ、国民は財産の

多くを失うことになる。つまり、ビットコインを法定通貨化するこ

との是非を問う議論は必ず、既存の法定通貨制度の存在に対して深

刻な疑問を投げかけることになる。そもそも、通貨の選択を自生的

秩序ではなく、人間の理性に委ねるということ自体が誤りなのであ

る。従って、ビットコインを法定通貨化することはどうか？と問わ

れれば、それはビットコインの普及に貢献する限りは認められるが、

そもそも法定通貨制度を廃し、自生的秩序に通貨を委ねる方がはる

かに健全であると言うことができる。

c、ビットコイン・スタンダード、つまりビットコイン本位の社会と

はどのようなものであるべきか？

金本位の社会とは、一定量のゴールドと通貨単位とを結びつけ、

経済計算における基準をゴールドとする試みであった。よって、こ

こではビットコイン・スタンダード、ビットコイン本位の社会とい

うものを、一定量のビットコインを経済計算の基準とする社会であ

ると定義する。ここで重要なのは、「銀行」の存在である。オース

トリア学派の経済学は、金本位制を積極的に肯定するが、結局およ

そ100年前に金本位制の試みが頓挫した原因は、戦争のために肥大化

した政府の権力と、ゴールドを一元的に管理していた中央銀行の存

在である。中央銀行がゴールドを一元的に管理していたため、政府

が兌換紙幣とゴールドとの交換を停止した時、国民にはそれに抵抗

し、ゴールドを取り戻す手段が残されていなかった。従って、来た

るべきビットコイン・スタンダードの社会を考える際には、次の点

インにおいては、中間者の役割を果たしているのは、ユーザーのト

ランザクションを承認しブロックへの記録を担うマイナーと、マイ

ナーが記録したブロックを検証するノードである。マイナーは、マ

イニング報酬を得るための猛烈な競争に参加しており、他のマイナー

との競争に負けずにマイニング報酬を得る必要から、トランザクショ

ンを行うユーザーの意図に反する方向へのインセンティブが働きに

くい。また、マイナーやノードは参入障壁が低く多数存在しており、

地理的にも分散しているため、単一障害点リスクが小さい。これら

の点から、ビットコインは恣意的な中間者によるリスクが小さいと

評価することができる。この点につき、オーストリア学派の経済学

はどのように考えるか。繰り返しになるが、オーストリア学派の経

済学は自由市場の自立性、効率性、透明性を信頼し、中央集権的な

規制や干渉の少ない環境を歓迎する。そうした環境が起業家精神や

イノベーションを促進するためである。先述したように、現代の決

済サービスの多くが中間者による規制を強める一方、ビットコイン

は仕組みとして恣意的な中間者によって決済上の制約を受ける可能

性が低い。まさに、オーストリア学派の経済学が求める貨幣の性質

に合致していると言えるだろう。

さて、ここまでオーストリア学派の経済学がビットコインをサポー

トする哲学的な背景を、3つの理由に分けて見てきた。すなわち、1、

ビットコインが自由市場で動くこと。2、ビットコインの発行枚数に

は上限が定められていること。3、ビットコインは恣意的な中間者に

よるリスクが小さいこと。の3点である。従って、ビットコインと政

府とのあるべき関係を考える際には、オーストリア学派の経済学の

立場に基づくならば、これらの理由に示された要素が保持され、毀

損されないことが第一義的に重要となる。理由1に即せば、マイナー、

ノード、送金者、開発者などからなる自由なエコシステムへ政府が

介入しないことや、ビットコインの売買のための市場、暗号資産取

引業者への規制を緩和し、売買にかかる課税を取り払うことが重要

である。1933年の米国大統領令6102号により米国民のゴールド保有

が禁止された歴史を顧みれば、将来的にビットコインの保有が禁止

される可能性は否定できない。そのような政府による恣意的な市場

への介入には断固として反対すべきである。理由2に即せば、政府が

ビットコインのエコシステムに圧力を加え、発行枚数の上限を変更

するなど、自律的に定められたルールの変更を迫ることは、脅威と

なる。長期的に見て、何らかの意味で最も「良い」チェーンが市場

の働きによって生き残るとしても、短期的にはそのような政府の試

みは市場を不必要に撹乱させるだけの結果に終わるだろう。理由3に

即せば、マイナーやノードの運営に対する届け出制や許可制を政府

が導入することは、政府による検閲を可能とし、政府の意に従う者

のみをビットコインネットワークの中間者とすることで、恣意的な

中間者によるリスクを高める。今後、マイニングに消費される電力

量が益々増大することが予測されるが、政府がマイニングを「電力

の安定供給」、ひいては「国家安全保障」に対する挑戦であると、

事実の如何に関わらず宣伝し、そのような規制に踏み切ってくる蓋

然性は高い。そのような規制に対しては断固反対すべきである。

理由1〜3から自然に導かれる主張は上記の通りであるが、最後に

今後の展開によって政府が実施に踏み切る可能性のある政策につい

て、いくつか検討してみたい。本稿では以下の3つの問題について取

り上げる。

a、政府によるビットコインの保有、戦略準備化はどうか？

b、ビットコインの法定通貨化はどうか？

c、ビットコイン・スタンダード、つまりビットコイン本位の社会と

はどのようなものであるべきか？

a、政府によるビットコインの保有、戦略準備化はどうか？

アメリカ大統領候補のトランプ氏は、2024年7月に登壇したビット

コイン・カンファレンスで、政府によるビットコインの保有と、戦

略準備化を主張した。産業としてのマイニングを振興し、「アメリ
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をハッキングする方法が考えられる。ペガサスというスパイウェア

は、多くのスマホをハックすることが可能と言われ、各国政府に対

して販売されている。買収でもハッキングでもTelegramやスマホ自

体に裏口を作ることができれば、全ての情報を盗みとることができ

る。成り済ましは技術的には簡単である。グループチャットのなか

に、構成員を装って紛れ込めばよい。このような手法をソーシャル

エンジニアリングと呼ぶ。

国家権力や国家レベルのハッカーは、こうした手法を駆使して、

ほぼあらゆる対象から情報を盗みとることができる。国家が全力を

発揮すれば、ほぼ全ての情報が取れるとおもった方がいいだろう。

その一方で、民主主義国家であれば、通信傍受やハッキングやスパ

イ活動の対象は憲法や法律で制限されているので、まずは目をつけ

られないことが肝要である。

# ソフトウェアの信頼性とオープンソース

オープンソースは情報セキュリティと情報プライバシーのために

欠かせない要素である。前述のTelegramもソースコードを可能な限

り公開すると宣言している。

なぜ秘密を守るためにソースコードを公開することが必要なのだ

ろうか？ 普通に考えると逆のようにおもわれるかもしれない。Tele

gram社やその従業員が利用者を裏切ってソフトウェアに裏口を作っ

て情報を盗みとることを防ぐには、そのソースコードを公開し、利

用者による監査を受けることがいちばんなのである。国家レベルの

敵を相手にする組織であれば、オープンソースソフトウェアを採用

し、それを自分でビルドすることで、より裏口の可能性を減らすこ

とが望ましいだろう。

一般の遵法的な人や組織にとってもオープンソースを使うことは

セキュリティ的に望ましい。なぜならソフトウェア開発者は故意が

なかったとしても、手抜きをするためにパスワードを123456とする

ようなことをして、裏口を作ってしまうかもしれないからだ。仮に

ソフトウェア開発者が最善を尽くしていたとしても、オープンソー

スとして、開発者や監査者が増えれば、より品質や信頼性は高まる

ことになる。このため現在では、セキュリティのためにはソースコー

ドやアルゴリズムを秘密とすることは愚策と考えられており、オー

プンソースや公開アルゴリズムを使うことが常識である。

日本国内でも、犯罪組織やそれに近いグレーな商売をする組織は、

組織内にプログラマを雇い、オープンソースをベースとした通信や

業務のアプリケーションを開発している場合もある。誰でも簡単に

ビルドして利用できる通信ソフトウェアをオープンソースとして公

開することは、通信の自由や、反国家闘争に資する行為であると言

うことができよう。

反国家闘争というと、とんでもなく悪い話だと日本の読者はおも

われるかもしれない。しかし世界にある国家は日本のような民主国

家だけではない。日本政府も中華人民共和国による情報の検閲を逃

れるためのソフトウェアやネットワークに資金を投じている。タイ

のように日本人観光客に人気のある国家であっても、ペガサスによ

る監視を行って反政府活動家を投獄したり暗殺したりしていると言

われている。政府が国民を弾圧するというのは、決して遠い世界の

話ではないのである。

# 大規模通信傍受と検閲

過去のインターネットにおいては、言論の自由や、流通するデー

タは、ほぼ制限されず、無政府状態といってもよい時代があった。

ネットニュースは大学や大企業のサーバを経由して流れていたが、

そのなかには爆弾製造法や児童ポルノなども平然と流れていた。現

在のインターネットはSNS企業などの統制下にあり、ちょっと過激な

ことを書くだけでも利用禁止処分を受けるような時代である。書籍

や雑誌などと比べても検閲の程度は非常に強い。児童ポルノにいたっ

が重要になる。つまり、ビットコインをそこに預け、一元的に管理

する「銀行」のようなものに頼ることは、金本位制における失敗を

再現する可能性が高い。それは今、「銀行」を名乗っていない可能

性もある。いずれにせよ、Not your keys, not your coinsという格

言が示すように、秘密鍵を自己管理すべきである。ゴールドは物理

的に分割して使用する上で不自由があったが、ビットコインは1 sat

oshi（10の-8乗ビットコイン）まで分割可能であり、取り扱いも変

わらない。ビットコイン・スタンダードの社会は、個人、あるいは

十分に分散化された主体がビットコインを自己管理することで成立

する社会である。
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# 歴史と理論

有史以来、情報セキュリティとは人類にとって極めて重要な事柄

であった。暗号、封印、署名、印章などの多くの技術が数千年も前

から使われてきた。秘匿、本人確認、意思表示、否認可能性(Plausi

ble deniability)など、情報セキュリティの多くの機能は太古の昔

から変わっていない。人間こそが情報セキュリティの最も重要で脆

弱な部分であることも、ずっと変わらないことのひとつだ。

国家権力は常に情報を統制しようとし、犯罪組織や反政府組織も

情報を秘匿しながら交換しようとしてきた。一般市民にとっても情

報セキュリティは、自由と人権にとって重要であるし、経済的にも

プライバシー的にも重要である。北朝鮮のような超警察国家では、

人々の通信を全て監視したり、禁止したりすることによって高度独

裁を実現している。米国には有名な電子フロンティア財団があり、

情報セキュリティと国家権力の対立関係について、米国政府を厳し

く監視、批判している。

# 秘匿通信の理論と実際

現代の暗号技術を使えば、理論的には通信内容を秘匿すること自

体は容易である。1918年に発明され、ドイツ軍が採用した機械式暗

号エニグマですら、解読はかなり困難であったが、現代の電子式暗

号は解読不可能と言っても過言ではない。End to End Encryptionを

使えば、通信経路やサーバーが敵に乗っ取られていたとしても、通

信内容は理論的には秘匿可能である。

では、国家権力はどのようにしてTelegramのような暗号化通信ソ

フトと対抗するのであろうか。基本的には買収とハッキングと成り

済ましである。仮にTelegram社が顧客の情報を守ろうとしていたと

しても、その従業員やプログラマは各国政府に買収されるかもしれ

ない。もちろん会社自体が秘密裏に買収されている可能性もある。

ハッキングでは、Telegram自体をハッキングする方法と、スマホOS

自由、国家権力、情報セキュリティ
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6-1. 旧字体は特有の内容を意味する場合、または引用を除いて

認めない。

6-2. 1段落に対し、1つの意味内容を推奨する。

6-3. フォントは統一すること。なお、MS明朝を推奨する。た

だし、太字の際はゴチック体を認める。

6-4. 字の大きさ（ポイント）は統一すること。なお、10.5を

推奨する。

6-5. 「,」「.」は用いず「、」「。」を用いること。ページ

数は p.1 pp.1-4 のように表記すること。ダッシュは――のように、

全角を2文字並べること。

6-6. 論文名、ネット上の記事は「」で括り、書籍は『』で括

ること。

7. データの寄稿は、ドキュメントファイルのみ受け付ける。PD

Fファイルは認めない。

7-1. 画像データはモノクロに対応していること。

8. 引用は明記すること。

8-1. 引用元は、文章の末尾にまとめて掲載すること。

8-2. 引用は、文章中では、( 名前 発表年: ページ数) のよう

に記載し、文章末尾では、 名前(発表年)『著作名』出版社。

とすること。

例） (前川 2023: 23) 前川(2023)『●

●●●のＸＸＸ』リバタリアン協会。

9. 寄稿の受領は、協会のホームページ等への掲載をもって代え

る。

9-1. 寄稿の拒否は、連絡しない。

9-2. 寄稿した文章に対し、確認事項がある場合、協会は寄稿者

に連絡する。

10. 寄稿者は、寄稿を申し込んだときに、寄稿した文章の著作

権および著作者人格権の放棄に同意したものとする。

10-1. 前項は、寄稿した文書の受領時に履行される。

10-2. 受領後の文章の著作権及び著作者人格権は、誰にも発生

せず、受領された文章は人類共有の知識となる。

10-3. ただし、立法上の著作権が生じている著作物を利用する

際は、著作権者の見解に従うこと。また、著作権が消滅していない

著作物を利用した記事の冒頭に、著作権が消滅していない旨を協会

が告示することがある。

（リバタリアン協会）

てはSNS企業やインターネット企業は、人工知能で検閲し、見つけ次

第に利用禁止して、警察に通報するような運用を行っている企業も

多い。自分の子供の裸の写真を誤ってクラウドにのせてしまっただ

けで、永久利用禁止になるなどの悲惨な例もよくある。

私企業による検閲の是非や、児童ポルノの是非に関しては本稿の

範囲を越えているが、実際に検閲が行われており、知らなければ悲

惨な結末を迎え得ることは知っておくべきだろう。児童ポルノを禁

止したりテロリズムを防止するという名目は、各国政府、とくに米

国政府にとって大規模な検閲を導入するための免罪符を与えた。い

まや単なるファイル交換ソフトですら厳しく規制されており、下手

にファイル交換サイトや掲示板を運用すれば児童ポルノの幇助など

になりかねない時代である。これは市民の自由な情報交換を著しく

阻害している。

私企業や個人にとってみれば、検閲なしの投稿型ウェブサイトを

運用するという自由は、事実上すでに奪われているのである。児童

ポルノへの魔女狩り的な対応の裏には、各国政府の別の思惑が働い

ている可能性も考えるべきであろう。アメリカ合州国と中華人民共

和国は大規模な通信傍受機能を有しており、テロリズムや国家安全

などに関わる情報を広範囲に収集していると言われている。

個人といえども、検閲を逃れるためには、情報技術や暗号技術につ

いて理解していく必要があるのがいまの時代である。暗号技術や情

報秘匿のアプリケーションの実例については筆者の専門外であるが、

理論的な側面については、また機会があれば改めて寄稿させてもら

いたいとおもう。

# 参考資料

- 世界的スパイウェア企業「NSO」、米制裁で企業存亡の危機 https

://www.technologyreview.jp/s/262066/nso-was-about-to-sell-hac

king-tools-to-france-now-its-in-crisis/

（ひよこ政経新聞）

https://institute-for-libertarian.org/top/kikanshi-libertaria

n/kikou/

寄稿する文章は、以下の要件を満たしていなければならない。

以下の判断は協会が行う。

1. リバタリアン思想・運動に関する内容であること。

2. 特定個人を応援または反対する内容ではないこと。

3. 日本語で書かれていること。

3-1. 日本語の訳文が添えられている場合、英語も認める。

3-2. 日本語の訳文が添えられていない英語の文章は、協会が認

めた場合、協会が翻訳し、受領する。

4. 誤字脱字がないこと。ただし、明らかかつ少量の誤字脱字に

ついては協会が訂正する。

5. 規定する文字数を満たし、かつ大幅に超過していないこと。

6. 読みやすく、記号の使用方法及び意味については統一するこ

と。

リバタリアン協会寄稿規定


